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インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.neg.co.jp/）

に掲載することにより、株主の皆様に提供しています。 
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連結注記表 

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数      27 社 

主要な連結子会社の名称 

ニッポン・エレクトリック・グラス・マレーシア Sdn.Bhd.、坡州電気硝子株式会社、電気硝子 

（Korea）株式会社、電気硝子（厦門）有限公司、エレクトリック・グラス・ファイバ・アメリ 

カ, LLC 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称 

持分法を適用した関連会社の数 1 社 

主要な会社等の名称  福州旭福光電科技有限公司 

(2)持分法を適用しない関連会社の名称等 

持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社の名称 

サンゴバン・ティーエム株式会社 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない関連会社は、それぞれ連結当期純損益及び連結利益剰余金等に及ぼ 

     す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しています。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。 

４．会計方針に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しています。（評価差額は全部純資産直入法 

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しています。 

②デリバティブ 

時価法を採用しています。 

③たな卸資産 

当社及び国内連結子会社は主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低 

     下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しています。 

また、在外連結子会社は主として移動平均法による低価法を採用しています。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しています。 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成 28 年４ 

     月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しています。 

また、在外連結子会社は主として定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

機械装置及び運搬具 ６年～９年 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率により、貸 

     倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい
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ます。 

②役員賞与引当金 

取締役賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して 

     います。ただし、当社においては平成 16 年６月に役員退職慰労金制度を廃止したため、平成 16 

     年７月以降については追加計上しておりません。 

④特別修繕引当金 

ガラス溶解炉の定期的な大規模修繕に備えるため、次回修繕に要する見積修繕金額を次回修 

     繕までの期間を基準として配分しています。 

⑤事業場閉鎖損失引当金 

事業場の閉鎖に伴う損失に備えるため、将来発生すると見込まれる損失額を計上しています。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として 

   処理しています。在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算 

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調 

整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しています。 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

為替予約及び金利スワップ取引について、ヘッジ会計の要件を満たしている場合は繰延ヘッ 

     ジ処理を採用しています。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ 

ヘッジ対象…外貨建予定取引、借入金 

③ヘッジ方針 

外貨建予定取引の為替変動リスクを回避する目的で為替予約を、借入金の金利変動リスクを 

     回避する目的で金利スワップ取引を行っています。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約は取引の重要な条件が同一でありヘッジ効果が極めて高いことから、金利スワップ  

     取引については特例処理の要件を満たしているため有効性の評価を省略しています。なお、外 

貨建予定取引については、過去の取引実績等を総合的に勘案し、取引の実行可能性が極めて高 

いことを事前テスト及び事後テストで確認しています。 

(6)その他連結計算書類作成のための重要な事項 

①のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、その効果が及ぶ期間にわたって定額法により償却しています。 

②退職給付に係る会計処理の方法 

当社グループは、一部の連結子会社を除き、確定給付制度の対象となる従業員数が少ないた 

め、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、主として退職給付に係る期末自己都合要 

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 

また一部の連結子会社については、退職給付に係る負債について、従業員の退職給付に備え 

     るため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除し 

た額を計上しています。退職給付に係る負債及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

イ 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ 

      る方法について、給付算定式基準を採用しています。 

ロ 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各社の実態に応じて、発生した連結会計年度に一括費用処 

      理する方法又は各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年 

数による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する方法 

によっています。 

    （追加情報） 

      一部の連結子会社において、当連結会計年度に退職給付制度の改定を行いました。本改定に 
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伴い、退職給付制度改定益 965 百万円を特別利益に計上しています。 

③消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

 

（会計方針の変更に関する注記） 
IFRS 第 15 号（顧客との契約から生じる収益）の適用 

米国を除く在外連結子会社では、当連結会計年度より IFRS 第 15 号（顧客との契約から生じる収益） 

を適用し、収益認識に関する会計処理を改訂しています。当該会計基準の適用が当社の連結計算書類に 

及ぼす影響は軽微です。 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 
１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

  (1)担保に供している資産 

    定期預金                         305 百万円 

  (2)担保に係る債務 

    債務保証                         275 百万円 

２．有形固定資産の減価償却累計額                  531,774 百万円 

３．保証債務 

持分法適用会社の金融機関からの借入債務に対する保証    3,038 百万円 

当社従業員の金融機関からの借入債務に対する保証       142 百万円   

                           

（連結損益計算書に関する注記） 
１．生産設備停止損失 

  市場環境の急変により、当社の今後販売が見込めなくなった半製品に係る生産設備の停止に要した費 

用及び停止により発生した原材料及び貯蔵品の評価損です。 

 ２．事業構造改善費用 

  在外連結子会社の事業構造改革に伴う棚卸資産廃棄損及びその他関連費用です。 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 普通株式   99,523,246 株 

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項  

決　議
株式
の
種類

配当金
の総額
(百万円)

１株
当たり
配当額
(円)

基　準　日 効力発生日

平成30年３月29日
定時株主総会

普通株式 4,973 50.00 平成29年12月31日 平成30年３月30日

平成30年７月30日
取締役会

普通株式 4,973 50.00 平成30年６月30日 平成30年８月31日
 

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議予定
株式
の
種類

配当金
の総額
(百万円)

配当の
原資

１株
当たり
配当額
(円)

基　準　日 効力発生日

平成31年３月28日
定時株主総会

普通
株式

4,830
利益
剰余金

50.00 平成30年12月31日 平成31年３月29日
 

 

（金融商品に関する注記）  
１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、資金運用については預金等に限定し、また、資金調達につ 

いては主に銀行借入又は社債の発行によっています。 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスク及び為替リスクに晒されています。投資有 
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価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されています。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日です。借入金のうち、短期借入金は主に 

営業取引に係る資金調達であり、社債及び長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。 

当社グループは、為替相場や金利の変動によるリスクを回避する目的でデリバティブ取引を利用して 

おり、投機的な取引は行わない方針です。 

上記金融商品に係る各種リスクは、グループ各社の内部規程等に基づき管理しています。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年 12 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり 

です。 

(1) 現金及び預金 116,785 116,785 －

(2) 受取手形及び売掛金 56,795 56,795 －

(3) 投資有価証券

　　その他有価証券 46,413 46,413 －

(4) 支払手形及び買掛金 (38,781) (38,781) －

(5) 短期借入金

　　短期借入金 (21,585) (21,585) －

　　１年内返済予定の長期借入金 (11,765) (11,766) △ 0

(6) 社債

　　１年内償還予定の社債 (10,000) (10,024) △ 24

　　社債 (20,000) (20,175) △ 175

(7) 長期借入金 (46,653) (46,705) △ 51

(8) デリバティブ取引

　　ヘッジ会計が適用されていないもの (101) (101) －

　　ヘッジ会計が適用されているもの 68 68 －

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円)
差額

(百万円)

  (注)１．連結貸借対照表計上額及び時価のうち、負債に計上されているものについては、( )で表示し 

ています。 

２．金融商品の時価の算定方法 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(4)支払手形及び買掛金、並びに(5)短期借入金 

これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳 

簿価額によっています。なお、短期借入金のうち 1年内返済予定の長期借入金については 

「(7)長期借入金」の方法により算定し、区分しています。 

(3)投資有価証券 

株式については取引所の価格によっています。 

(6)社債 

市場価格に基づき算定しています。 

(7)長期借入金 

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する 

方法によっています。 

(8)デリバティブ取引 

取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。 

３．非上場株式及び関係会社出資金（連結貸借対照表計上額 3,297 百万円）については時価を把 

  握することが極めて困難であるため、(3)投資有価証券には含めておりません。 
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（１株当たり情報に関する注記） 
１．１株当たり純資産額                      5,346 円 03 銭 

２．１株当たり当期純利益金額                       154 円 26 銭 

 

 
(注)各注記における記載金額は、表示単位未満を切り捨てています。ただし、１株当たり情報については、 

表示単位未満を四捨五入しています。 
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個別注記表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券及び出資金 

関係会社株式及び関係会社出資金 

移動平均法による原価法を採用しています。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しています。（評価差額は全部純資産直入法に 

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しています。 

(2)デリバティブ 

時価法を採用しています。 

(3)たな卸資産 

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に 

より算定）を採用しています。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しています。 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１ 

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しています。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

      機械及び装置 ９年 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

を採用しています。 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等 

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

(2)役員賞与引当金 

取締役賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。 

  (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の金額を計上しています。 

なお、確定給付制度の対象となる従業員が少なく、退職給付の重要性が乏しいため、退職給付債務 

の金額は、簡便法（当事業年度末自己都合要支給額）によっています。 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しています。 

ただし、平成 16 年６月に役員退職慰労金制度を廃止したため、平成 16 年７月以降については追加 

計上しておりません。 

(5)特別修繕引当金 

ガラス溶解炉の定期的な大規模修繕に備えるため、次回修繕に要する見積修繕金額を次回修繕ま 

での期間を基準として配分しています。 

(6)事業場閉鎖損失引当金 

事業場の閉鎖に伴う損失に備えるため、将来発生すると見込まれる損失額を計上しています。 

４．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

為替予約及び金利スワップ取引について、ヘッジ会計の要件を満たしている場合は繰延ヘッジ処 
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理を採用しています。金利通貨スワップ取引について、一体処理（特例処理・振当処理）の要件を 

満たしている場合には一体処理を採用しています。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ、金利通貨スワップ 

ヘッジ対象…外貨建予定取引、借入金、外貨建長期貸付金 

(3)ヘッジ方針 

外貨建予定取引並びに外貨建貸付金の為替変動リスクを回避する目的で為替予約並びに金利通貨 

スワップを、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っています。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約は取引の重要な条件が同一でありヘッジ効果が極めて高いため、有効性の評価を省略し 

   ています。また、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引及び一体処理の要件を満たす金利通貨 

   スワップ取引については、有効性の評価を省略しています。なお、外貨建予定取引については、過 

   去の取引実績等を総合的に勘案し、取引の実行可能性が極めて高いことを事前テスト及び事後テス 

トで確認しています。 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

 

（貸借対照表に関する注記） 
１．有形固定資産の減価償却累計額                322,676 百万円 

 ２．保証債務等 

子会社の売掛債権一括信託に係る債務に対する保証          1,378 百万円 

子会社、持分法適用会社及び当社従業員の金融機関からの 

借入債務に対する保証                       14,450 百万円 

子会社の仕入債務に対する保証                   1,622 百万円 

子会社のリース債務に対する保証                 13,343 百万円 

 ３．関係会社に対する金銭債権・債務 

短期金銭債権                        30,794 百万円 

長期金銭債権                         74,002 百万円 

短期金銭債務                         12,664 百万円 

 

（損益計算書に関する注記） 
１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高                             77,743 百万円 

仕入高                            52,429 百万円 

営業取引以外の取引高                         30,872 百万円 

 ２．生産設備停止損失 

  市場環境の急変により、今後販売が見込めなくなった半製品に係る生産設備の停止に要した費用及び 

停止により発生した原材料及び貯蔵品の評価損です。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数   普通株式    2,918,451 株 

 

（税効果会計に関する注記） 
繰延税金資産の発生の主な原因は、特別修繕引当金及び減価償却資産の償却限度超過額によるもので 

あり、また、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金によるものです。  

 

（１株当たり情報に関する注記） 
１．１株当たり純資産額                         4,943 円 36 銭 

２．１株当たり当期純利益金額                    270 円 71 銭 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

属
性

会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額

(百万円)
科　目

期末
残高

(百万円)

ガラス製品等の販売
債務保証

ガラス製品等の販売
役員の兼任
債務保証

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

子
会
社

ニッポン・エレクト
リック・グラス・ア
メリカ, Inc.

ニッポン・エレクト
リック・グラス・マ
レーシア Sdn.Bhd.

電気硝子（厦門）有
限公司

エレクトリック・グ
ラス・ファイバ・
NL, B.V.

エレクトリック・グ
ラス・ファイバ・ア
メリカ, LLC

債務保証

直接
100%

直接
100%

直接
100%

直接
100%

ガラス製品等の販売
資金の貸付
役員の兼任

ガラス製品等の販売
及び仕入
資金の貸付
役員の兼任

ガラス製品等の販売
及び仕入
資金の貸付
役員の兼任
債務保証

短期貸付金
長期貸付金

短期貸付金

短期貸付金
長期貸付金

－

－
間接
100%

資金の貸付

貸付金の返済

資金の貸付

債務保証

28,922

230

42,976

－

－

1,167

6,840

10,400

7,382

12,914

(注)１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の貸付については融資時の市場金利に基づき決定しています。 

    債務保証については当社がエレクトリック・グラス・ファイバ・NL, B.V.及びエレクトリック・ 

グラス・ファイバ・アメリカ, LLC の銀行借入、仕入、リース債務等に対して有償にて債務保証し 

たものです。 

 

（重要な後発事象に関する注記） 
子会社の増資 

  当社は、平成 30 年 12 月 25 日開催の取締役会において、当社の米国子会社ニッポン・エレクトリック・

グラス・アメリカ, Inc.の資本増強を目的として、同社に対する貸付金 250 百万米ドルを資本化するこ

とを決議し、平成 31 年１月１日に実施しました。 

 

 

(注)各注記における記載金額は、表示単位未満を切り捨てています。ただし、１株当たり情報については、 

表示単位未満を四捨五入しています。 

 


